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「有料老人ホームを対象とした指導状況等 

のフォローアップ調査（第５回）」結果 
 

厚生労働省では、第５回目の「有料老人ホームを対象とした指導状況等のフォローア

ップ調査」を実施し、このほどその結果を取りまとめましたので発表します。 

 

本調査は、老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）で施設名称や管理者などを届け出

ることを義務付けられている有料老人ホームに該当しながら、届出が行われていない施

設の、届出や指導の状況について、都道府県からの報告内容をまとめたものです。また、

前払金の保全措置の実施状況についてもあわせて調査を行いました。 

その結果、平成 25年 10月 31日時点で届出済のものと未届のものをあわせた有料老

人ホームの数は 9,827件あり、このうち、未届の有料老人ホームの数は 911件となって

います。 

前払金の保全措置の実施状況では、前払金の保全措置が義務付けられている有料老人

ホームのうち、実際に前払金を徴収している事例は 1,201件あり、このうち、保全措置

が講じられていない施設は 141件となっております。 

 

調査結果から、届出促進、適切な指導監督等の取組を徹底する必要性が確認できたた

め、厚生労働省では、７月３日付けで各都道府県、指定都市、中核市に対し、 

１）一層の届出促進指導などの取り組みを徹底する必要があること 

２）有料老人ホーム事業者に対して、前払金の保全措置が必要であることを周知徹底

すること 

３）前払金の保全措置を講じていない有料老人ホームの事業者に対して、改善に関す

る取り組みを速やかに行うよう指導するとともに、悪質な場合には罰則適用を視

野に入れた上で、指導の徹底を図ること 

に関する適切な実施を求める通知を出し、更なる指導を要請したところです。 

また、未届有料老人ホームに対する届出の指導や、前払金の保全措置を講じていない

有料老人ホームに対する指導が進んでいない地方公共団体に対しては、個別に状況を伺

い、これらの違法状態の改善に向けた取組の促進について厚生労働省としてヒアリング

を実施することとしたところです。 

 なお、本調査については、今年 10月時点での状況を調べる第６回フォローアップを

実施する予定です。 
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有料老人ホームを対象とした指導状況等のフォローアップ調査（第５回）結果 

１．未届の有料老人ホームに該当した施設の届出に係る指導状況について 

（ ）は割合 

※１ 「有料老人ホーム」には、実態把握中だったものを含む。 

※２ 「有料老人ホーム非該当等」と判断されたものは、前回調査後の実態把握の結果、有料老人ホーム

事業を廃止したものや食事等のサービスを提供していなかったことが明らかとなったもの、など 

 

２．有料老人ホームの届出状況について 

（１）各調査期間内における届出状況（フロー） 

 第 1回調査 第 2回調査 第 3回調査 第 4回調査 第 5回調査 

H21.5.1 

～H21.10.31 

H21.11.1 

～H22.10.31 

H22.11.1 

～H23.10.31 

H23.11.1 

～H24.10.31 

H24.11.1 

～H25.10.31 

①有料老人ホーム数 782件 913件 1,103件 1,382件 1,711件 

 
②届出施設数 619件 854件 1,008件 1,137件 1,053件 

③未届施設数 163件  59件    95件   245件 658件 

④届出率（②／①） 79.2％ 93.5％  91.4％ 82.3％ 61.5％ 

⑤未届率（③／①） 20.8％ 6.5％  8.6％ 17.7％ 38.5％ 

 

(２)各調査時点における届出状況（ストック） 

 第 1回調査 

H21.10.31時点 

第 2回調査 

H22.10.31時点 

第 3回調査 

H23.10.31時点 

第 4回調査 

H24.10.31時点 

第 5回調査 

H25.10.31時点 

①有料老人ホーム数 5,253件 5,966件 6,985件 8,266件 9,827件 

 
②届出施設数 4,864件 5,718件 6,726件 7,863件 8,916件 

③未届施設数   389件   248件   259件  403件 911件 

④届出率（②／①） 92.6％ 95.8％ 96.3％ 95.1％ 90.7％ 

⑤未届率（③／①） 7.4％ 4.2％ 3.7％ 4.9％ 9.3％ 

 

 

 

 

 

 施設数 

平成 24年 10月 31日時点で未届の有料老人ホーム（※１）数 403件(100.0％) 

 

有料老人ホーム非該当等（※２） 52件 (12.9％) 

平成 25年 10月 31日までに届出済 98件 (24.3％) 

平成 25年 10月 31日時点で未届（１年間で改善されなかったもの） 253件 (62.8％) 



３．有料老人ホームにおける入居者処遇等に係る指導状況について 

 
施設数 

届出に関する

指導 

入居者の処遇 

に係る指導 

①平成 24年 10月 31日時点において未届だっ

た有料老人ホーム数 

（非該当と判断したものを除く。） 

351件 272件 83件 

 
②平成 25年 10 月 31日までに届出済  98件  91件 40件 

③平成 25年 10 月 31日時点で未届 253件 181件 43件 

④平成 24 年 11 月 1 日以降新たに把握した未

届有料老人ホーム数 
658件 364件 71件 

⑤届出済有料老人ホーム数（②を除く） 8,818件 － 件 1,137件 

 

（参考）入居者の処遇等に関する指導の主な事例数  

  

○行動制限は、緊急やむを得ない場合に限定し、その記録を保存するように指導（37自治体） 

〔北海道、青森市、福島県、栃木県、群馬県、高崎市、千葉県、千葉市、船橋市、神奈川

県、横浜市、相模原市、新潟県、岐阜県、静岡県、愛知県、名古屋市、岡崎市、京都府、

大阪府、大阪市、豊中市、東大阪市、兵庫県、西宮市、和歌山市、島根県、岡山県、香

川県、高松市、熊本県、熊本市、大分県、宮崎県、宮崎市、鹿児島市、沖縄県〕 

 

○一部屋に複数人が生活しているため、個室化等によりプライバシーが確保されるよう指導 

（25自治体） 

〔宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、名古屋

市、大阪府、東大阪市、和歌山県、岡山県、岡山市、山口県、下関市、香川県、高松市、

愛媛県、福岡県、熊本県、熊本市、沖縄県、那覇市〕 

 

○居室の面積が狭いため、生活に必要なスペースを確保するよう指導（18自治体） 

〔北海道、宮城県、茨城県、群馬県、川越市、千葉県,千葉市、船橋市、神奈川県、福井県、

岐阜県、静岡県、愛知県、名古屋市、大阪府、神戸市、沖縄県、那覇市〕 

 

○夜間に人員が配置されていないなどの不備があるため、緊急時に対応可能な体制を確保す 

るよう指導（16自治体） 

〔群馬県、高崎市、岐阜県、静岡県、愛知県、名古屋市、大阪府、大阪市、東大阪市、香

川県、福岡県、熊本県、熊本市、大分市、沖縄県、那覇市〕 

 

○廊下が狭く、車椅子での移動に支障をきたす等、構造上問題があるため、改善を指導 

（14自治体） 

〔北海道、青森市、茨城県、群馬県、川越市、船橋市、神奈川県、横浜市、福井県、岐阜

県、名古屋市、大阪府、高槻市、熊本県〕  

等 

 
※（ ）内の数字は指導を行った自治体数 



４．前払金の保全措置が義務づけられている施設の保全措置の状況について 

 

※１ 老人福祉法第２９条第７項の規定により、同日以後に事業を開始した有料老人ホームに 

ついては、前払金の保全措置を講じる必要がある。 

※２ 未届有料老人ホームについては、実態が把握できたものを含む。 

 

 

（参考）前払金の保全措置が義務づけられていない施設の保全措置の状況について 

 施設数 

平成 18年 3月 31日以前に設置された有料老人ホーム数 1,879件 

 

(うち)前払金を徴収している施設数 966件 

 
(うち)前払金の保全措置を講じている施設数   361件 

(うち)前払金の保全措置を講じていない施設数   605件 

 

 施設数 

平成 18年 4月 1日以降に設置された有料老人ホーム数 7,042件 

 

(うち)前払金を徴収している施設数 1,201件 

 

(うち)前払金の保全措置を講じている施設数 1,060件 

 

(イ) 銀行等による保全金額に相当する部分の連帯保証  424件 

(ロ) 親会社による保全金額に相当する部分の連帯保証   6件 

(ハ) 返還債務の不履行により入居者に生じた損害のうち、保全

金額に相当する部分を保険事業者がうめることを約する保

証保険 

   9件 

(ニ) 信託会社等との間における、入居者を受益者とする信託契

約 
 288件 

(ホ) 民法 34条により設立された法人との間の保全のための契

約で上記(イ)から(ニ)に準ずるものとして都道府県知事が

認めるもの※ 

※(へ)に該当するものを除く 

   0件 

(へ) 全国有料老人ホーム協会による入居者生活保証制度  333件 

(うち)前払金の保全措置を講じていない施設数  141件 


